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イギリスの飲食店に対する新型コロナウイルス対策と 
そのタウンセンター政策への影響

Measures in Response to the COVID-19 Pandemic for Food and Beverage Service Activities  
and Effect on the Town Center Policy in the UK

根田　克彦
NEDA Katsuhiko

（2022年2月8日受付　2022年8月8日受理）

本稿は，新型コロナウイルス感染初期の2020年初頭から新型コロナウイルス対策がほぼ終了した2022年初頭ま
での，イギリス政府による飲食店に対する感染対策と支援措置を時系列的に整理し，最後に，新型コロナウイルス
対策が，イギリスのタウンセンター政策に及ぼした影響を論じる．感染症の拡大初期に，イギリスはロックダウン
のような規制に消極的で，飲食店に対する経済的支援対策を充実した．しかし，まもなく政府は，ロックダウンを
実施し，感染を抑制する多くの規制を設定した．また，都市計画の一時的な規制緩和による飲食店の支援措置を実
施したが，そのなかには公式な都市計画としたものがある．それにより，タウンセンターにおける事業所の交代を
容易にして，ポストコロナにおけるタウンセンターの再生を意図した．すなわち，イギリスは新型コロナウイルス
を，タウンセンター政策を根本的に変更するきっかけとして利用したといえる．

This paper discusses COVID-19 infection prevention and control measures, support measures for food and beverage service 
activities from early 2020 to early 2022, and how those measures affected the town center policy in the UK. Early in the pan-
demic, the government created several types of support schemes for food and beverage service activities because it had a nega-
tive attitude toward imposing lockdowns. Subsequently, lockdowns and a variety of other restrictions were imposed in response 
to the COVID-19 pandemic. The government also temporarily changed certain functions of city planning institutes as support 
measures for food and beverage service activities, some of which evolved into formal measures for the post-COVID-19 era. 
These measures were intended to make it easier to change establishment use in order to create thriving town centers in the 
post-COVID-19 era. This shows that UK government took advantage of the COVID-19 pandemic to make fundamental chang-
es in its town center policy.
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I　はじめに

2019年末以降急速に世界で広まった新型コロナウ
イルス（COVID-19）の感染拡大を抑えるためと，医
療提供体制のひっ迫を避けるため，多くの国は人々と
事業所の活動を制限し，新型コロナウイルスで困窮す
る人々と事業所に対し，さまざまな支援措置を講じ
た．感染対策は国により異なり，島国であるニュー
ジーランドは感染初期の段階で国際的移動を停止する
水際対策をとり，陸路で国際的移動が可能な多くの
ヨーロッパ諸国は，水際対策の漏れをカバーするため
に，人々の外出・交流と事業所の営業を法的に制限す

るロックダウン（都市封鎖）により，感染拡大を抑制
しようとした（大津山ほか 2020）．一方，日本は島国
であるが感染初期段階で厳しい水際対策を行わず，
ロックダウンを避け，人々の行動と事業所の営業の自
粛を求めた．
新型コロナウイルスに対する感染対策により，多く
の事業所が経済的苦境に立たされたが，特に打撃が大
きかったのは，対面サービスを主体とする小売店と個
人サービス施設，飲食店・宿泊施設などのホスピタリ
ティ産業である 1）．そのなかでも，店内で食事をしな
がら会話をするなど，顧客どうしの交流をともなう飲
食店は，営業停止や営業しても感染拡大を防ぐための
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厳しい感染予防措置を求められた．同時に，各国は飲
食店に対し，さまざまな支援措置を講じた．世界で実
施された新型コロナウイルス感染抑制措置と支援措置
の実態を知ることは , 日本の飲食店に対する感染対策
と経済支援の妥当性を評価するために有用であろう．
飲食店を含む事業所に対する，世界の新型コロナウ
イルス感染対策措置と支援措置に関して，日本の多く
のウェブサイトや新聞記事が報じており，飲食店に触
れた研究もある（たとえば，何 2021）．それらは，各
国の新型コロナウイルス対策と支援措置，および飲食
店を含む事業所の感染対策の概要を示した．
なお，各国の新型コロナウイルスに対する対応は感
染初期から首尾一貫していたわけではなく，各国政府
は種々の提言と批判に対応して試行錯誤を繰り返し
た．国別の飲食店に対する新型コロナウイルスの感染
対策と支援措置の妥当性を理解するためには，感染初
期の段階から，政府が実施した各措置を時系列的に詳
細にたどることが必要と考える．
本稿の対象国は，イギリスである．イギリスは島国
であるが，ほかのヨーロッパ諸国と同様に全国的な
ロックダウンを実施して飲食店を閉鎖し，さまざまな
感染防止措置を強制した．その実態を知ることは，全
国的なロックダウンを実施しなかった日本の新型コロ
ナウイルス対策の妥当性を評価するための参考になろ
う．また，筆者はこれまで，イギリスのタウンセン
ターを研究してきた．飲食店は，タウンセンターの主
要機能である 2）．後述するように，イギリスは新型コ
ロナウイルス対策と同時期に，タウンセンター政策を
大幅に変更した．イギリスの飲食店に対する新型コロ
ナウイルス対策とタウンセンター政策の変更との関係
を考察することは，タウンセンター研究にとって意義
があると考える．
飲食店を含むイギリスの事業所に関して，新型コロ
ナウイルス感染対策措置と支援措置に関する解説は多
い 3）．また，新型コロナウイルスの感染初期からワク
チン開発までの，新型コロナウイルスに対する政府関
係者の行動の変遷を示す記事もある 4）．それに対し，
本稿は，イギリスで新型コロナウイルス感染が生じた
2020年1月から，飲食店に対する新型コロナウイルス
対策がほぼ終了した2022年1月まで，イギリス政府が
飲食店に対して実施した感染対策と支援措置を時系列

的に整理する．最後に，イギリスが新型コロナウイル
ス対策として講じた措置の課題と，新型コロナウイル
ス対策がイギリスのタウンセンター政策に及ぼした影
響について予察的に論じる．
イギリスは連合王国であり，新型コロナウイルス感
染症に対する対策は，連合王国全体を対象とする場合
と，イングランド，スコットランド，ウェールズ，北
アイルランドそれぞれに適用されるものとがある．本
研究はイングランドを対象とするが，以下では，連合
王国全体と中央政府を示す場合をイギリス，イングラ
ンドだけを対象とする場合をイングランドと呼称す
る．
本研究は，イギリスの飲食店に対する新型コロナウ
イルス感染症対策とその影響を，以下の4時期に区分
して説明する．IIは2020年1月～7月で，イギリスに
おける新型コロナウイルス感染者の発生から第1回
ロックダウン終了までを扱う．IIIは2020年7月～12

月末で，第1回ロックダウン終了後から地方自治体別
の規制，および第2回ロックダウンの終了までを扱
う．IVは2021年1月～7月で，第3回ロックダウン
と，ロックダウン時において飲食店に課せられた感染
予防対策を紹介する．Vは第3回ロックダウン終了後
の2021年7月からイギリスで飲食店に対する新型コロ
ナウイルス対策がほぼ終了した2022年1月まで，VI

はイギリスにおける飲食店の新型コロナウイルス対策
の課題と，それらの対策がタウンセンター政策に及ぼ
した影響を論じる．
なお，2020年4月以降，筆者は渡英できなかった．
以下は文献調査に基づく記述である．主たる文献は，
政府が発行する新型コロナウイルスに関する声明と指
針，イギリス下院が作成した報告書 5），研究論文，民
間・研究機関の報告書，新聞記事である．

II　新型コロナウイルス感染初期から 

第1回ロックダウンまで： 2020年1月～7月

1. 政府の新型コロナウイルス感染初期の対応
2020年1月31日に，イギリスで最初の新型コロナ
ウイルス感染者が報告された 6）．この日は，イギリス
がEUを離脱した日であり，2020年12月31日までが
離脱の移行期間（ブレグジットBrexit）とされた．イ
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ギリスでは，EUからの完全離脱に向けての対策と，
新型コロナウイルスへの対策が重なったのである（Of-

fice for National Statistics 2021: 3）．
イギリス政府は，3月3日に，新型コロナウイルス

感染症への対策を示すアクションプランで（Depart-

ment of Health and Social Care et al. 2020: 5–6），多くの
感染者が重症化しないことを示し，国民に自発的な行
動規制を求めた．当時，イギリスのジョンソン首相の
関心はブレグジットにあり，ロックダウンの導入に消
極的であった（Sawyer 2021）．
しかし，3月に入ると，イギリスにおける新型コロ
ナウイルス感染者は急増し（図1）7），事業所に対する
経済的支援措置と，新型コロナウイルスの感染拡大を
防ぐこととが急務となった．

3月11日に公表されたイギリスの2020年度予算案
において，新型コロナウイルスにより経済的打撃を受
けた公共サービス，個人および事業所を支援するため
に，GDPの1.3%に相当する300億ポンド（4.2兆円：
1ポンド140円換算．2020年のみ）の緊急支出が示さ
れた（HM Treasury 2020: 37）．さらに，3月17日に
は，イギリスのGDPの15%に相当する3300億ポンド
（46.2兆円）超の事業所への融資などの支援措置と
（HM Treasury and the Rt Hon Rishi Sunak MP 2020），ホ
スピタリティ産業に対して20億ポンド超（2800億円）

に匹敵する減税措置などが公表され，3月20日にはさ
らに新たな経済支援措置が加えられた．これらの措置
を，政府は「イギリスの歴史で空前絶後」の経済介入
で，「世界でもっとも包括的なもののひとつ」と呼称
した（HM Treasury et al. 2020）．

2020年3月に公表されたこれらの支援措置は多岐に
わたるが，イングランドの飲食店を主対象とするもの
は，次のとおりである．
第1に，税の減免措置である．既に1月27日に，課
税評価額51,000ポンド（714万円）未満の小売店に対
して，事業税減免額が1/3から1/2になった．また，
既に，課税評価額10万ポンド未満のパブに1,000ポン
ドの事業税減免が公表されていたが，3月11日に減免
額が5,000ポンドに増額され，さらに，3月17日に飲
食店を含むホスピタリティ・レジャー産業に対し，
2020～2021年度における事業税が100%免除された 8）．
第2に，飲食店への給付金の支給である．3月11日
に小規模事業減免措置Small Business Rates Reliefまた
は農村税減免措置Rural Rates Reliefを受けている小規
模事業所に対し，2020・21年度に1万ポンドの給付金
支給が発表されたが，さらに，3月17日に課税評価額
51,000ポンド未満の小売店，ホスピタリティ・レ
ジャー産業に対して，「小売店，ホスピタリティ・レ
ジャー給付金」が与えられた（表1）．給付金は政府

図1　イギリスにおける新型コロナウイルス感染者数の変化（2020年1月～2022年1月）
（Coronavirus (COVID-19) in the UK（https://coronavirus.data.gov.uk/details/cases）により作成）
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がイングランドの地方自治体に支給し，地方自治体が
事業所に配分する．給付額は，各事業所が入居する不
動産の課税評価額に応じて，25,000ポンドを上限とし
た（Department for Business, Energy and Industrial Strat-

egy 2020a: 5）．
第3に，飲食店を含むすべてのテナントに対する，
立ち退きモラトリアムの設定である．テナントが，賃
貸料を支払えない場合，その不動産所有者は，契約同
意にしたがって，一定期間後にテナントの強制退去を
裁判所に求めることができるが（Browning et al. 2022: 

49），新型コロナウイルス感染症対策の影響で，多く
のテナントの収入が減少し，賃貸料を支払えない状況
が予測された．そこで，賃貸料を支払えないテナント
を退去させる不動産所有者の権利を，2020年6月30日
までの3カ月間行使できない緊急規則が制定された．
ただし，賃貸料の支払いを免除したわけではない 9）．
第4に，飲食店が持ち帰りサービスを行うための，
都市計画規制の緩和である．イングランドの都市計画
において，飲食店は，A3（カフェとレストラン），A4

（バー，パブなど酒類に付随して料理を提供する飲食
店），A5（持ち帰り飲食サービス）の利用クラスに区
分され，利用クラス間の土地利用の変更は開発許可が
必要であり（根田 2006）10），その手続きには時間と手
間がかかった．そこで，新型コロナウイルスまん延時

に，飲食店が経営を継続し，人々が店内で社会的接触
を避けるために，レストランとパブのような飲食店が，
持ち帰り用のホットフードを販売する場合，すなわ
ち，A3・A4からA5に土地利用を変更する場合に必
要な開発許可を1年間撤廃したが，さらに2022年まで
延長された（Ministry of Housing, Communities and Lo-

cal Government and the Rt Hon Robert Jenrick MP 2020）．
この許可は事業所が立地する地方自治体が決め，事業
所は，当該地方自治体に，持ち帰り事業の開始日と終
了日を報告する義務があった．

2. 第1回ロックダウン
一方，感染予防対策に関して，3月16日に，政府は，
国民に不要不急の会合と旅行をやめ，バーとレストラ
ンを避けることを要請したが，それらは強制ではな
かった （Hutton and Foley 2021: 11）．しかし，3月18日
には学校の閉鎖，20日に歓楽施設，飲食店などのホス
ピタリティ産業，屋内レジャー施設の閉鎖が発表され
（HM Government 2020a: 7），人々の行動規制は厳格化
された．そして，3月23日に，イギリス全土で，国民
の外出と事業所の経営を制限し，違反者に罰金を科す
措置が発表され，ロックダウンが実施された（Prime 

Minister’s Office et al. 2020a）11）．
ロックダウンにより，必需品を販売する小売店は営

表1　イングランドにおける飲食店関係給付金（2020年3月～2022年3月）

給付金名称 開始 終了 支払い
課税評価額別給付額

£15,000以下 £15,000–£51,000 £51,000以上

小売店，ホスピタリティ・レジャー給付金 2020年3月 2020年8月 1回限り £10,000 £25,000 資格なし

ローカル規制支援給付金 (open) 2020年8月 2020年11月 28日ごと £934まで £1,400まで £2,100まで

ローカル規制支援給付金 (closed) 2020年9月 2021年3月 14日ごと £667まで £1,000まで £1,500まで

ローカル規制支援給付金 (sector) 2020年11月 2021年3月 14日ごと £667まで £1,000まで £1,500まで

ローカル規制支援給付金 (closed) addendum 2020年11月 2020年12月 28日ごと £1,334まで £2,000まで £3,000まで

ローカル規制支援給付金 (open) ver. 2 2020年12月 2021年3月 14日ごと £467まで £700まで £1,050まで

クリスマス給付金 2020年12月 2020年12月 1回限り £1,000

閉鎖事業所ロックダウン給付金 2021年1月 2021年3月 1回限り £4,000 £6,000 £9,000

再開給付金 2021年4月 2022年3月 1回限り £8,000 £12,000 £18,000

オミクロン・ホスピタリティ・ 
レジャー給付計画

2022年1月 2022年3月 1回限り £2,667 £4,000 £6,000

（Browning et al. （2022）, HM Treasury （2021a）, Department for Business, Energy and Industrial Strategyウェブサイト（https://www.gov.uk/
government/publications/local-restrictions-support-grants-lrsg-and-additional-restrictions-grant-arg-guidance-for-local-authorities）により作成）．
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業できたが 12），学校，非必需品を販売する小売店，パ
ブ・レストラン（配達は可），映画館，ナイトクラブ，
劇場，スポーツジム，社交場は閉鎖された．
第1回ロックダウンは4月16日に延長が決定し，5月

11日にイングランドを対象として，ロックダウンを3

段階で撤廃するロードマップと，政府による経済再建
計画が公表された（HM Government 2020a: 25–32）．
ロックダウン緩和の第1段階は5月13日に始まり，感
染予防策を講じることで外出が許可され，6月1日か
らの第2段階では学校，6月15日からはすべての小売
店が再開し（Brown 2020a: 5–6），7月4日の第3段階
から飲食店が再開され，ほとんどの規制が撤廃された
（Brown 2020a: 6）．7月4日の土曜日は，スーパーサタ
ディーと呼称され，人々は解放感を味わったが 13），
ロックダウンの規制撤廃に対し，時期尚早との批判も
あった（Joyce 2021）．さらに，8月15日にカジノなど
の歓楽施設（ナイトクラブを除く）が再開し 14），飲食
店と歓楽施設に関する規制はほぼ撤廃された．
しかし，8月末でも，イギリスの酒類を提供する飲
食店の1/4近くが再開できず，再開できた飲食店割合
は，チェーン店で89.1%，単独店で68.2%であった 15）．
チェーン展開をしない小規模飲食店ほど，ロックダウ
ンによる経済的打撃が大きかったといえる．
なお，第1回ロックダウン緩和期に，飲食店に関し

て都市計画が一時的に緩和された．2020年6月25日に，
イングランドで，パブ，レストラン，カフェが，歩道，
駐車場，テラスなどの戸外にテーブルと席などの設備
を設置するための開発許可の審査過程を，暫定的に短
縮・簡素化することが発表されたのである （Ministry of 

Housing, Communities and Local Government et al. 2020）．
従来，歩道で営業するための免許の申請には最低でも
28日かかったが，それを5日間（休日を除く）に短縮
し，申請料金を上限100ポンドとした（Ministry of 

Housing, Communities and Local Government 2021a）．こ
れは，新型コロナウイルスの感染を防ぎつつ，飲食店
の活力を回復し，それらで働く人々を安全に復職させ
るための措置であった．この措置は当初2021年9月
30日までであったが，2023年9月30日まで延長され
た．
なお，第1回ロックダウンがほぼ解除された7月4

日に，感染者が増加し続けていたイングランドのレス
ター市だけはロックダウンが解除されず，地方自治体
ごとに適用される，ローカル・ロックダウンが実施さ
れた（Brown and Kirk-Wade 2021: 21–22）．ローカル・
ロックダウンのエリアは，その後拡大した．
図2は，イギリスにおける2020年2月～2022年1月の
レストランの予約席数を，新型コロナウイルス発生前
の2019年の同日のそれとの比で示したものである 16）．

図2　イギリスにおけるレストランの予約（2019年比）（2020年2月～2022年1月）
（Open Tableウェブサイト（https://www.opentable.com/state-of-industry）により作成）
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新型コロナウイルスの感染が拡大し始めた2020年2月
中旬以降にレストランの予約数は新型コロナウイルス
前に比べて急激に低下し，3月23日のロックダウン開
始で飲食店が閉鎖され，2019年に対して－100%となっ
た．
なお，飲食店と同様にタウンセンターの主要機能で
ある小売業も感染症の影響が大きい産業であり，実店
舗での販売額の急減と，インターネット販売の急増が
対照的であった（Grimwood et al. 2021: 14–15）．また，
新型コロナウイルスの打撃は非必需品である買回品で
大きく，買回品を販売するチェーン店が主体の広域商
圏を持つ中心商業地とショッピングセンターは，自宅
就業による通勤客と観光客の減少で大きな打撃を受け
た．一方，身近な場所での買い物が増えたことから，
住宅地に近接し，必需品である食料品と日用品を販売
する単独店が主体の小規模なタウンセンターは，逆に
利益を得た（Grimwood et al. 2021: 16–17）．近年衰退
傾向にあった小規模なタウンセンターとその主体であ
る零細規模の単独店が，新型コロナウイルスの影響に
より，近隣住民の日常生活を支える役割を再認識され
たといえる．

III　ティアシステムと第2回ロックダウン： 

2020年7月～12月

1. 第1回ロックダウン終了後の飲食店支援
2020年7月4日に第1回ロックダウンは終了したが，
新型コロナウイルスの感染拡大を抑制するために，飲
食店に対し，国民保健サービスNational Health Service: 

NHSの検査と，追跡システムNHS Test and Traceのた
めに，顧客の感染に関する情報を集め，保管すること
が法的義務とされた（Ferguson and Page 2020: 6）．さ
らに，9月から，入店者がスキャンできるように，公
式なNHS QRコードのポスターを示すこととなった
（Cabinet Office 2020; Department for Business, Energy 

and Industrial Strategy 2020b: 16）．
ロックダウン後の経済支援措置として，7月8日に

『雇用計画Plan for jobs』が発表され（Chancellor of the 

Exchequer 2020a: 11），飲食店に関しては，付加価値税
VATの減免と，「援助のための外食Eat Out to Help Out: 

EOHO事業」が示された．

ホスピタリティ・ツーリズム産業で販売される商品
とサービスに対して，VATは20%から5%に削減され
た（Seely 2021: 33）．これは，飲食店で提供する食事
と非アルコール飲料に適用される．VATの減免は，そ
の後数度延長され，2021年10月1日から2022年3月
31日までは税率が12.5%とされ，4月1日から20%に
戻されることとなった（Seely 2021: 41）．

EOHO事業は，ロックダウンにより閉鎖された飲食
店の再開とその雇用を支援し，ロックダウンで禁止さ
れた外食を再開することに躊躇する人々の需要を喚起
することを目的とした（Hutton 2020: 1）．2020年8月
3日～31日の月曜日から水曜日に，飲食店で消費され
る食事と非アルコール飲料が半額にされ，割引分を政
府が負担した．ただし，1人当たり割引の上限は10ポ
ンドであり，アルコール飲料とサービス料金は含まれ
なかった．EOHOの割引を利用する際に引換券の必要
はなく，会計の際に自動的に割引され，1人何回でも
利用でき，ほかの割引との併用もできた．ただし，割
引は店内で消費されるものに限り，持ち帰りとイベン
トケータリングは除外された．

EOHO事業で請求された食事回数は1億6195万食で
あり，その割引請求額は8億4924万ポンド（1兆2738

億円）であった（表2）17）．事業当初の予算額は5億ポ
ンドと見込まれていたので，請求額は予想をはるかに
超えた（Hutton 2020: 3）．1食当たりの平均割引金額
は，EOHOの上限の10ポンドの半分近くである，5.24

ポンドであった．請求額を業種別にみると，レストラ
ンの請求額が55%，パブが28%であり，それらで総
額の83%を占めた．なお，不正請求容疑で，3件の逮
捕者が出た（Hutton 2020: 5）．

EOHO事業に登録した企業数は52,000超であった
が，9月30日までに1回以上割引を請求した企業数は
49,353であり，それらの企業の店舗数は78,000店を超

表2　EOHO事業登録企業の概要

企業規模 割引額（£1,000） 食事当たり割引請求額（£）

単独店 441,969 6.46
2～5店  92,354 5.34

 6～25店  83,196 3.80
25店超 231,717 4.27

計 849,236 5.24

（HM Revenue and Customs（2020）により作成）
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えた（Hutton 2020: 4）．食事当たりの平均割引請求額
は，単独店でもっとも高く，次いで店舗数が5店以下
の小規模飲食店チェーンであるので，EOHO事業は，
小零細飲食店の経営支援に効果的であったといえよ
う．一方，1食10ポンド程度と低い割引設定と，アル
コール飲料が除かれていることは，週末のディナーに
あまり影響を与えず，週末のランチ需要が週の前半に
移動しただけとの指摘があった（Office for National 

Statistics 2020: 3）．
なお，EOHO事業が終了した9月以降，イギリスで
は新型コロナウイルス感染者は急増した．ただし，
EOHO事業が感染拡大に影響したかどうかに関して
は，相反する議論がある 18）．

2. ティアシステムと飲食店支援措置
2020年9月に新型コロナウイルス感染者が急増した
ことから，緊急時科学諮問グループScientific Advisory 

Group for Emergencies: SAGEは 19），9月にサーキット
ブレーカー circuit breakerと呼称される短期間のロッ
クダウンを提案したが，政府はそれを拒否し，代わり
にさまざまな支援・規制措置を実施した（McKee et 

al. 2022）．以下では，飲食店に関係する措置を示す．
第1に，イングランドにおける都市計画規制の変更
である．第1回ロックダウン前に，飲食店が持ち帰り
サービスを可能にする都市計画規制の緩和がなされた
が，2020年9月1日に土地利用規制が変更され，旧来
のA3（カフェとレストラン）は，小売店，美容院な
どの個人サービス施設，銀行，オフィス，病院などと
統合されて，それらの業種を含む利用クラスEが新た
に設定された（Grimwood 2021: 33）．利用クラスE内
の土地利用の変更は開発許可の必要がないので，タウ
ンセンターの事業所は，業種変更の自由度を飛躍的に
高めた．すなわち，従来，開発許可が必要であった小
売店からレストランやオフィスへの土地利用の変更
が，開発許可なしでできるようになったのである 20）．
ただし，従来の，A4（バー，パブなど酒類に付随し
て料理を提供する飲食店）とA5（持ち帰り飲食サー
ビス），ナイトクラブなどの歓楽施設はクラスEに含
まれなかったため，レストランが開発許可なしで持ち
帰りサービスを行うことは一時的措置とされた．
第2に，9月14日に，イングランドで，自宅外にお

ける6人超の会合を不法とする，6人上限規制 rule of 

sixが導入された（Home Office 2020）．
第3に，9月22日に，新型コロナウイルス感染を防
止するための国民の義務が公表され，9月24日から，
飲食店で客が着席して飲食するときを除き，マスク着
用が義務になった（Cabinet Office 2020）21）．飲食店は
マスクを着用しない客の入店を拒否し（Brown 2021: 

10），22:00から5:00まで配達を除く営業が禁止された
（Cabinet Office 2020）．違反する飲食店には，罰金が
科せられた 22）．
第4に，10月14日に，イングランドの地方自治体に
対して，3階層の「新型コロナウイルス地方警戒レベ
ル local Covid alert levels」を適用するティアシステム
tier-systemが導入された（Brown and Kirk-Wade 2021: 

22）．それまで，各地方自治体が独自に設定するロー
カル・ロックダウンが実施されていたが，それらの規
制は自治体により異なり，頻繁に変更され複雑になっ
た．そこで，地方自治体ごとの独自設定ではなく，感
染者の発生頻度に応じて地方自治体を，規制の度合い
が低い順に，ティア1からティア3の3階層に区分し
た（Brown and Kirk-Wade 2021: 23）．
ティア1では，飲食店は営業できるが，客はテーブ
ル席で飲食することとされた 23）．ティア2ではパブと
バーが閉鎖され，食事とそれに付随するアルコールを
提供するレストランは営業できた．なお，ティア1・
2における飲食店の閉店時間は，後述する第2回全国
的ロックダウン（11月5日～12月2日）前が22:00で，
ロックダウン後は23:00となった．ティア3では，ド
ライブスルー，持ち帰りおよび配達サービスを除くす
べての飲食店が閉鎖されたが，小売店の営業は認めら
れた．
第5に，ローカル規制により圧迫される事業所を救済
するために，イングランドでは，2020年10月に 「ロー
カル規制支援給付金Local Restrictions Support Grant: 

LRSG」が公表された（Browning et al. 2022: 43–45）．
ローカル規制支援給付金には （open），（closed），（sector）
の3種がある．これらの給付金は，2020年3月に設定
された「小売店，ホスピタリティ・レジャー給付金」
に代わるものである．
「ローカル規制支援給付金（open）」は，ティアシス
テムが発足する前の2020年8月から適用された（表1
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参照）．この給付金は，ティア2・3で閉鎖を強制され
なかったが，人々の移動と営業時間の規制により多大
な影響を受けたホスピタリティ・レジャー産業を対象
とした．この給付金は，課税評価額に応じて，28日
ごとに最高額2,100ポンドが支給された（Department 

for Business, Energy and Industrial Strategy 2021a: 7）．
閉鎖された事業所に対しては，ローカル規制支援給
付金（closed）・（sector）が設定された．ローカル規制
支援給付金（closed）は，ティア3で閉鎖された事業
所を対象とした．ローカル規制支援給付金（sector）
は，未だに再開できないナイトクラブ，性的エンター
テインメントなどの歓楽施設のための給付金であっ
た．これらの給付金は，14日ごとに支払われた．
さらに，9月24日に『冬季経済計画Winter economy 

plan』が発表され（Chancellor of the Exchequer 2020b: 

6），ホスピタリティ・ツーリズム産業のVAT減免の
延長などが示された．

3. 第2回ロックダウンとクリスマス支援措置
10月にティアシステムが実施されたが，イギリス
では新型コロナウイルス感染者は増加した．そこで，
ティアシステムは停止されて，11月5日から12月2日
までイングランド全体を対象とする第2回ロックダウ
ンが実施され，学校は閉鎖されなかったが，第1回
ロックダウンとほぼ同じ規制が強制された（Prime 

Minister’s Office et al. 2020b）．
ティアシステムの停止により，3種のローカル規制
支援給付金は停止され，第2回ロックダウン期間のみ
適用されるローカル規制支援給付金（closed）adden-

dumが設定され，交付金は28日ごとに最高額3,000ポ
ンドが支給された（Department for Business, Energy and 

Industrial Strategy 2021b: 2）．
しかし，11月になると新型コロナウイルス感染者
数は急激に減少し，ワクチン接種の見通しもたったこ
とから，11月23日に政府は，『新型コロナウイルス冬
季計画Covid-19 winter plan』を発行し，次のことを示
した（HM Government 2020c）．
第1に，全国的ロックダウンを予定どおり12月2日
に終了し，イングランドにティアシステムを再導入
し，小売店や飲食店は，それぞれが属する自治体の規
制に従うこととなった．それにより，ロックダウンで

停止された3種のローカル規制支援給付金は再開され
るとともに，ローカル規制支援給付金（open）はver. 

2に改訂され，14日ごとに最高額1,050ポンドが支払
われた（Department for Business, Energy and Industrial 

Strategy 2021c: 6–7）．なお，ローカル規制支援給付金
（closed）もver. 2に改訂されたが，給付金額の変更は
なかった（Department for Business, Energy and Industrial 

Strategy 2021d: 6–7）．
第2に，クリスマスシーズンの12月23日～27日に，
適切な感染予防対策を行うことを条件として1度限り
3家族までが宿泊して集まること（クリスマスバブ
ル）が許された（Barber 2020: 4）．
また，クリスマスシーズンの12月2日～29日に，ティ
ア2・3のエリアでアルコール収入が50%以上のパブ
（wet-led pub）に，クリスマス給付金Christmas grantと
して，1,000ポンドの給付金が1回限り与えられた
（Department for Business, Energy and Industrial Strategy 

2021e: 4）．
しかし，12月に入ると，新型コロナウイルスの変
異株の急激な拡大が懸念され，12月19日にクリスマ
スバブルは25日だけに限定され，宿泊が禁じられた
（Barber 2020: 6–7）．ただし，感染が拡大したロンドン
を含む一部の地域はティア4に指定され，そのエリア
に適用されるローカル規制支援給付金（closed）はad-

dendum-tier 4に改訂されたが，交付額は変更されな
かった．ティア4では，ドライブスルー，持ち帰りお
よび配達サービスを除くすべての飲食店と非必需品を
販売する小売店が閉鎖され（Brown and Kirk-Wade 

2021: 24），クリスマスバブルも禁止された．12月31

日には，ティア4指定エリアが拡大され，イングラン
ド全人口の78%を占めるようになった 24）．

IV　第3回ロックダウンと飲食店の感染対策 

（2021年1月～7月）

1. 第3回ロックダウン
クリスマスバブルの後，新型コロナウイルス感染者
と死亡者は増加した．2021年1月5日に，ティアシス
テムは再び停止され，第3回ロックダウンが実施され
た（Prime Minister’s Office et al. 2021）25）．
また，第3回ロックダウンが実施された1月5日に，
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イングランドの小売店，ホスピタリティ・レジャー産
業の事業所ごとに，その課税評価額に応じて，4,000

～9,000ポンドの1回限りの給付金が公表された（HM 

Treasury 2021a）．
しかし，その後，新型コロナウイルス感染症ワクチ
ンが普及し，感染者数は減少した．2月22日に，イギ
リス政府は，ロックダウン規制を4段階で撤廃する
ロードマップを示した（Brown and Kirk-Wade 2021: 

18–20）．実際に段階の変更を決定する際には，各段階
でワクチンの普及状況などのデータを検討することと
した 26）．
ロックダウン緩和の第1段階は，2回に分けられた

（HM Government 2021a: 27）．まず，3月8日に学校が
再開され，3月29日に，6人上限規制の順守を条件と
して，外出が許可された．

4月12日から規制緩和の第2段階になり，非必需品
販売の小売店，美容院などの個人サービス施設が再開
し，飲食店は屋外での営業が認められた．
規制緩和の第3段階は5月17日から始まり，ナイト

クラブなどの歓楽施設を除く飲食店で店内での営業が
可能になった．
最後の第4段階は6月21日から実施される予定で
あったが，感染力の強いデルタ株の危険性が増し，感
染者数も急増し始めたので，4週間延長された（HM 

Government 2021b: 6–8）．その後も感染者数は増加し
たが，7月19日から第4段階に移行して，マスク着用
や会合の人数制限，検査と追跡システム，原則2 mの
ソーシャルディスタンスを保つ義務などが撤廃され，
ロックダウンが終了した．
ほとんどの規制は撤廃されたが，新型コロナウイル
ス感染者数はまだ多いので，政府は人々に注意深い行
動を奨励し，感染予防策は個人の責任とされた（HM 

Government 2021b: 15）．イギリスは，ロックダウン撤
廃後でも新型コロナウイルスの危険性は消失しないこ
とを明言し，危険を管理するための情報と指針を公開
し，補償費用をともなう規制を法律で強制することを
避け，感染拡大抑制の努力を人々と事業所に求めた
（HM Government 2021b: 15）．すなわち，イギリスは
新型コロナウイルス感染症との共生社会を選んだが，
ロックダウン解除の決定はデータに基づかず，危険で
時期尚早であるとの批判があった（Wise 2021）．

なお，第3回ロックダウンの緩和は，イングランド
で感染率の地域差があまりないことから，全国一斉に
なされ，地方自治体ごとに規制を設定するティアシス
テムは復活しなかった（Brown and Kirk-Wade 2021: 

18）．
第3回ロックダウンの規制緩和が発表された後に公
表された2021年度予算案は，ロックダウン解除後の
経済回復を主要テーマとした（HM Treasury 2021b）．
そのなかに，飲食店を含むホスピタリティ・レジャー
産業と，非必需品を販売する小売店の再開を援助する
ための，再開給付金Restart Grantsがあった．それは，
ロックダウン後の再開のために，イングランドのホス
ピタリティ・レジャー産業の事業所に18,000ポンドま
で，非必需品を販売する小売店に6,000ポンドまでの
給付金を，それぞれ1回限り与えるものであった．

2. 飲食店の感染症対策
前述のように，イングランドでは第1回と第3回
ロックダウンを段階的に解除し，各段階で規制内容が
変更された．規制変更のたびに，政府は，従業者と顧
客を守るために事業主に示す感染予防対策の指針を修
正した．以下では，2021年5月17日から始まった第3

回ロックダウンの規制緩和第2段階で，ナイトクラブ
などの歓楽施設を除く飲食店が店内営業を許可された
際に示された，顧客に対する感染予防対策を5つに区
分して示す（Department for Business, Energy and Indus-

trial Strategy and Department for Digital, Culture, Media 

and Sport 2021）．なお，従業者5人以上の飲食店は，
政府が定めた新型コロナウイルス感染予防のためのリ
スク評価を行う必要があった．
第1に，近隣事業所などとの協力である．飲食店
は，地方自治体と近隣事業所，交通管理者と連携し
て，感染を予防する必要があった．これには，公共交
通利用を避ける顧客のために駐車場・駐輪場を拡大す
る，入店待ちの行列を安全に保つ，各店舗の入店時間
をずらし入店顧客数を制限するなどの措置が含まれ
た．
第2に，検査と追跡システムに従い，顧客の記録を
取り，保管する義務である．飲食店は，NHS発行の
QRコードを示し，顧客が入店時に携帯の追跡アプリ
を利用して記録するか，顧客に詳細を尋ね，その記録
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を21日間保管する義務を負った（UK Health Security 

Agency 2021）．さらに，NHSからの要請があると，そ
の情報を提供する必要があった．
第3に，従業者と顧客に対する感染予防義務の告知
である．飲食店は，手洗いなどの感染予防措置を告知
し，マスクの着用と2 mのソーシャルディスタンスの
確保など，法律上守るべき感染予防義務をポスターや
口頭で告知する必要があった．また，顧客が感染予防
義務に従わない場合，店が警察に連絡し，罰金を科せ
られる可能性があることを説明する必要があった．さ
らに，政府の感染症対策を順守することを示す，
COVID対策保証Staying COVID-secureポスターを，飲
食店はその店内もしくはウェブサイトの目立つ箇所に
掲示する必要があった（図3）．なお，従業者50人超
の店舗の場合，ウェブサイトでその感染予防対策の評
価を示す必要があった．
第4に，従業者と顧客が新型コロナウイルスに感染
しないための措置である．これは，入店前までの措置
と入店後の措置に区分できる．入店前までの措置は，
次のとおりである．すなわち，行列を作らせないため
に予約を奨励することと，感染が疑われる顧客の入店
を断ること，さらに，6人上限規制を順守することで
あった．入店後の措置として，料理の注文と受け取り
をカウンターではなくテーブルでする，2 mのソー
シャルディスタンスの確保と，それが確保できない場
合フェンスを置くなどの措置をとる，香辛料を使い捨
てにする，テーブルなどよく触れる箇所を消毒する，
従業者と顧客の接触を最小限にするなどの措置が示さ
れた．
第5に，感染予防のために飲食店内で行う環境整備
である．それらは，換気の徹底，顧客が大声をあげた
りダンスなどで接触したりしないようにBGMを低く
することや，トイレの清掃などであった．

V　ポストロックダウン： 2021年7月～2022年1月

第3回ロックダウン解除以降，新型コロナウイルス
感染者は減少しなかったが，政府は，ロックダウンを
再開せず，ワクチンと個人の感染防止に頼るプランA

と呼称される措置を講じた（Cabinet Office 2021: 3）．
11月後半にはオミクロン株感染者が急増して，イン

グランドでは，2021年11月30日から，再度，小売店
と個人サービス施設，公共交通機関でマスク着用が義
務となった（Cabinet Office and Department of Health 

and Social Care 2021: 4–5）．さらに，12月8日にプラン
Bが導入され，12月10日から劇場と映画館などの屋
内空間でマスク着用が義務となり，13日には自宅就
業が奨励され，15日にはナイトクラブなどの屋内イ
ベントで顧客に新型コロナウイルスの症状のチェック
が義務とされた（Department for Business, Energy and 

Industrial Strategy 2021f）．
しかし，持ち帰りサービス専門の店舗を除く飲食店
などのホスピタリティ施設は，顧客だけではなく従業
者もマスク着用は強制されなかった 27）．これは飲食を
ともなう施設でマスク着用が非現実的であるとの判断
であろうが，感染を危惧する顧客はレストランでの会
食を避けた．特に，ロンドン中心部の飲食店では，
もっとも予約が集中する年末に，自宅就業などにより
企業の大口予約がキャンセルされて飲食業界は危機的
状況になり，政府に支援が要請された 28）．

図3　COVID対策保証ポスター
注：  第3回ロックダウン規制緩和第4段階開始（2021年7月

19日）から掲示不要となった．
（Promotional material: Staying COVID-secure notice. https://
www.gov.uk/government/publications/staying-covid-19-secure-in-
2020-notice，最終閲覧日： 2021年8月16日）．
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それに呼応し，政府は12月21日に，「オミクロン・
ホスピタリティ・レジャー給付計画Omicron Hospitali-

ty and Leisure Grant scheme」を公表し，ホスピタリ
ティ・レジャー産業の各事業所に対し，1回だけの
6,000ポンドまでの給付金を，地方自治体経由で提供
した（HM Treasury and Department for Business, Energy 

and Industrial Strategy 2021）．この交付金の申請期間は
3月18日で終了し，事業所への支払いは3月31日まで
に完了すべきとされた（Department for Business, Ener-

gy and Industrial Strategy 2022a: 4）．この決定は飲食店
業界に歓迎されたが，飲食店の販売額の損失に対し，
補償額が少ないとの批判があった 29）．
なお，2021年12月にオミクロン株のまん延を防ぐ

ために，SAGEは即座により厳しい規制が必要である
との見解を示したが 30），政府は，さらなる財政支援の
必要がある規制を強化しなかった．

2022年1月になると，新型コロナウイルス感染者数
は急速に減少し，1月21日に政府はプランBの規制を
撤廃してプランAに戻ることを公表し（Department of 

Health and Social Care and the Rt Hon Sajid Javid MP 

2022），1月27日から，マスク着用の義務などは撤廃
された（Department for Business, Energy and Industrial 

Strategy 2022b: 2）．
なお，一連のロックダウンにより，飲食店は多大な
影響を受けたが，この状況に適応するようになり，第
3回ロックダウンの終了後，飲食店の2019年度販売額
比は比較的高水準を保った（Office for National Statis-

tics 2021）．

VI　イギリスの飲食店に対する 

新型コロナウイルス対策の課題とタウンセンター政策

本稿は，イギリスにおける新型コロナウイルス感染
初期の2020年初期から，その対策がほぼ終了した
2022年初頭まで，イギリス政府が飲食店に対して実
施した感染対策と支援措置の動向を示した．なお，現
在，世界的に問題となっているのは，新型コロナウイ
ルスによる物流システムの混乱と物価の上昇であり
（Sparks 2021），イギリスではそれに加えて，ブレグ
ジットによる物流と労働力の混乱が加わったはずであ
るが，それに関しては触れなかった．

以下では，イギリスにおける飲食店の新型コロナウ
イルス感染症対策を，ロックダウンの妥当性，飲食店
規制の妥当性，新型コロナウイルスの飲食店業界への
影響，飲食店への支援措置とタウンセンター政策との
関係に区分して論じる．
第1に，ロックダウンの妥当性である．イギリス
は，感染が拡大し始めた2020年初頭にブレグジット
への対応を重視し，ロックダウンの導入に及び腰で
あったため，政府の新型コロナウイルスの感染予防策
に対する不信を招いたと評された（Joyce 2021）．
また，2021年7月に新型コロナウイルス感染者数は
増加傾向にあったが，政府は第3回ロックダウンを解
除した．それでも，政府は，科学に従う政策を実行す
るとのメッセージを繰り返した（McKee et al. 2022）．
専門家の提案と政府の政策実施との間には，齟齬が
あったといえる．
特に，2020年9月と2021年末では，専門家の意見
と政府の政策とが乖離したようである．2020年9月に
専門家は短期間の全国的ロックダウンを求めたが，政
府は地方自治体別の規制を実施し，11月になってよ
うやく第2回ロックダウンを実施した．一方，2021年
末では，新型コロナウイルス感染者数が第3回ロック
ダウン開始時をはるかに上回っても，政府はロックダ
ウンを実施しなかった．それでも2022年になると感
染者数は急減した．イギリスは，ワクチンの普及によ
り，感染者数が多くても感染対策を自主管理とした．
日本の感染症対策は，ロックダウン後のイギリスと類
似するが，その是非の判断は難しい．
第2に，飲食店に強制された規制措置の妥当性であ
る．飲食店は閉鎖と，営業を再開しても費用と労力を
費やす感染予防措置を強制された．しかし，感染症の
拡大を防ぐために，パブなどの飲食店を閉鎖する正当
な証拠があるか，疑問が示された 31）．第1回ロックダ
ウン後の2020年8月～10月4日の新型コロナウイルス
感染者発生場所に占める飲食店の割合は，5.4%にすぎ
なかったとの指摘があった 32）．また，新型コロナウイ
ルス感染拡大期に，飲食店は感染予防策に努めてきた
ので，家庭より安全であるという主張があったが 33），
イギリスで実施された飲食店の感染予防措置が有効か
否かを検証する必要がある．
なお，イギリスでは，2021年末のオミクロン株の
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まん延時に，飲食店の閉鎖と店内におけるマスク着用
が強制されなかった．ワクチン接種が進んだことを考
慮すると，この措置は正当化できるとの意見がある
が，そのことを不安に思う人もいるし，さらに強力な
新種が今後発生する可能性もあるので，無料の検査を
継続するなどの措置が必要であるとの指摘があった
（Sasse 2022）．消費者にとって安全な感染予防とはな
にかを明確に提示し，ポストコロナにおいても，安心
して飲食店を利用できる体制づくりが必要である．
第3に，新型コロナウイルスが飲食店に及ぼした経
済的影響である．新型コロナウイルスにより，イギリ
スの飲食店は多大な悪影響を被った．特に，打撃が大
きかったのは，通勤客と観光客への依存度が高い中心
市街地のレストラン，バー，パブであり，新型コロナ
ウイルスの影響により，住宅地に近接して日常生活を
支える小規模飲食店の存在価値が見直されたといえ
る．
なお，一般的に小規模経営が多い飲食店は，ほかの
産業に比べてエスニックマイノリティへの依存度が高
い 34）．エスニックマイノリティが経営する飲食店は一
般に中小規模であるので新型コロナウイルス感染症の
影響が大きく，エスニックマイノリティ出身の従業者
は一時帰休されやすい傾向にあった．新型コロナウイ
ルス感染症は，社会格差をさらに拡大したと指摘され
た（Ofori 2021）．
第4に，飲食店に対する支援措置の課題である．イ
ギリスは新型コロナウイルス感染初期に，自称，空前
絶後の経済的支援を行い，特に，中小規模の事業所を
支援するための経済的支援策を実施した．本稿で示し
た飲食店に対する支援措置のほかに，一般事業所に与
えられる交付金や融資，従業者に対する支援措置，お
よび地方自治体による独自支援があり，飲食店が利用
できる補助金と融資は多かった．しかし，もともと経
営困難な事業所に対する融資は経営を圧迫するだけで
あり，長期的な解決にならないとの指摘があった
（Goodhart et al. 2021: 2）．
また，飲食店業界はEOHO事業の再開を望んだが，

政府はそれを拒否した．第1回ロックダウン後では，
外食を躊躇する人々の背中を押す措置が必要であっ
た．しかし，その後，EOHO事業のような措置がなく
ても人々は飲食店を利用したので，EOHO事業のよう

な措置は不要との判断であった 35）．しかし，飲食店業
界はEOHO事業の再開を望んでおり，ポストコロナ
における消費者の飲食店利用の不安が払しょくされた
かどうかの調査と，消費者が不安を感じない営業方法
を探る研究も必要である．
また，イングランドでは，飲食店のための支援策と
して，都市計画規制が一時的に緩和された．新型コロ
ナウイルスまん延時に，飲食店は開発許可なしに持ち
帰りサービスを行うことができ，歩道で営業する免許
交付が簡素化され，賃貸料を支払えないテナントのた
めの立ち退きモラトリアムが設定された．それらのう
ち，歩道での営業と持ち帰りサービスの許可は一時的
措置として終わる．一方，都市計画制度の変更によ
り，立ち退きモラトリアムと，開発許可なしにレスト
ランから小売店やオフィスに土地利用を変更すること
が制度として定着した．
イギリスは，買い物機会の公平性を保証することを
目的の一つとし，中心地理論に基づくタウンセンター
の階層構造を設定し，その階層構造を維持するため
に，センターの外における大型店の開発を規制する，
タウンセンターファースト政策を実施している（根田 

2016: 24）．また，タウンセンター核心部における1階
で小売店のショップフロントの連続性を保つために，
小売店からほかの土地利用に転換することを制限して
いる．タウンセンターファースト政策は現在も継続す
るが（Ministry of Housing, Communities and Local Gov-

ernment 2021b: 25–26），新型コロナウイルスへの対応
を機に，タウンセンター核心部の1階で小売店の連続
性を維持することは，それほど重要視されなくなっ
た．
実は，従来のタウンセンター政策では，小売店の
廃業後に入居できる業種が限定されるので空き店舗の
解消が難しく，また，タウンセンターの多様性のため
には，土地利用規制の緩和が必要との指摘があった
（Portas 2011: 29）．しかし，規制緩和により，タウン
センターにおける多様性を地方自治体が適切に管理で
きなくなることが懸念され（Carmona 2022），土地利
用規制の大幅な緩和は実現しなかった 36）．
だが，ポストコロナにおけるタウンセンターの再生
のためには，土地利用の変更を容易にして事業所の新
規参入を促すことと，事業所だけではなく，容易に住
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宅を建設できるようにすることが必要である（Minis-

try of Housing, Communities and Local Government 2020: 

68）．また，新型コロナウイルスの影響で住宅地にお
けるタウンセンターが再評価されたことを考慮する
と，タウンセンター内に需要としての住宅が増えるこ
とはタウンセンターの再生に利益となろう．イギリス
政府は，新型コロナウイルスで衰退したタウンセン
ターを再生することを急務として，懸案であった土地
利用規制の大幅な緩和を実現し，住宅と多種類の事業
所の新規参入を容易にしたといえよう 37）．
なお，店舗面積280 m2未満で半径1 km以内に同様
の商業施設がない，必需品を販売する小売店は，ロー
カルコミュニティにとって必要とみなされ，公民館や
プールなどとともに，新たに利用クラスF2に含めら
れた（Grimwood 2021: 32）．このことは，農村や住宅
地に散在する小規模な小売店は，開発許可がないと，
別の種類の事業所に転換できないことを意味する．こ
れは，新型コロナウイルスの影響で，住宅地に散在し
て日常生活を支える小売店の重要性が重視されたため
と，消費者にとって身近な買い物機会を担保する政策
とみなせる．
すなわち，イギリスはタウンセンターにおける小売
店重視の政策から，タウンセンターにおける事業所の
インキュベーターとしての役割をいっそう重視し，多
種類の事業所の開業を容易にして，新型コロナウイル
スによる経済的打撃からタウンセンターが回復するこ
とを容易にしようとした．これは，タウンセンター核
心部における小売店の連続性を優先した，以前のタウ
ンセンター政策からの転換とみなせるのではないか．
一方で，買い物機会の公平性を守るために，特に，農
村部で必要とされる日常生活を支える機能は，小規模
小売店の役割とされた．イギリスは，ポストコロナに
おいて，経済的機能を重視する新たなタウンセンター
政策を構築したといえる．
ただし，新たに設定されたクラスEから，パブや
バー，持ち帰りサービス店，および歓楽・レジャー施
設が除かれた．それにより，タウンセンターでファス
トフード店が増えることと，タウンセンターが歓楽街
化することを防ぐことができる．しかし，タウンセン
ターがオンライン販売に対抗するためには，顧客が実
際に経験できるレジャーを提供することが必要であり

（Carmona 2022），歓楽施設への土地利用の転換が容易
にできないことは，オンラインショップに対する対抗
力を強めるには不十分ともいえる．
土地利用規制の緩和に関しては歓迎する声と，逆に
地方自治体の計画制御が弱まりタウンセンターの衰退
を招くなどの批判があり（Grimwood 2022: 66），この
政策転換を評価するにはさらなる詳細な分析が必要で
ある．また，本稿はイギリスを事例としたが，さらに，
ほかの国の飲食店対策の事例を積み重ねることによ
り，日本の飲食店対策の妥当性を相対的に位置づけ，
将来の感染症に対して有効な対策を提言できよう．い
ずれも今後の課題である．

付　記
本研究は，JSPS科学研究費補助金基盤研究（B）研
究課題番号：17H02425 「地域活性化におけるエスニッ
ク資源の活用に関する応用地理学的研究」（研究代表
者： 山下清海）と，JSPS科学研究費補助金基盤研究
（C） 研究課題番号： 18K01139 ｢日本の立地適正化計画
とイギリスのタウンセンターファースト政策との比較
研究｣（研究代表者：根田克彦），および JSPS科学研
究費補助金基盤研究（C）研究課題番号： 22K01043

「イギリスとフランスにおけるポストコロナ時代の観
光地と商業集積地の政策評価｣（研究代表者：根田克
彦）の成果の一部である．

注
1） ホスピタリティ産業の定義は明確ではなく，広義
にはレジャー・エンターテインメントとイベント
サービスなどを含む．Hutton and Foley （2021: 4）
は，ホスピタリティ産業を，イギリスの標準産業
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